
資料６
21世紀金融行動原則 運営規程改正について
以下の運営規程の改正を事務局より提案する。改正については、軽微なものは運営委員会での決議事項（規定第23条）、軽微でないものについては総会の決議事項（同13条）となるため、軽微な改正であるかどうかについても運営委員会の判断をいただきたい。
取組報告期限について：第11条の改正
· 署名金融機関等の責務として、行動原則に則った取組について、毎年10月末日までに事務局に報告するものとしており、事務局ではそれに従い、署名機関等に10月末日を期限として取組の報告（取組事例の提出）を求めている。
· [bookmark: _GoBack]署名機関等から提出された取組は、自走化前の2016年度までは取組事例集として印刷していたが、現在ではWEBサイトでデータベースの形での公表（定時総会開催の3月）となっている。取組事例のとりまとめには以前ほど時間を必要としないことから、署名機関等からの提出期日を11月末日とすることを提案する。また、これまで規程に明記されていなかった「いつ時点の事例」かについて10月末日までと追記し、取組事例公開時にも明記することで、署名機関は一度提出した内容を公開までの間に更新する必要がなくなり、署名機関及び事務局双方の作業の効率化を図ることができる。

＜改正の提案＞　赤字が修正箇所
	第３章　署名金融機関等
第１１条（署名金融機関等の責務等）
（１）署名金融機関等はその業務運営において、行動原則関連文書の趣旨を尊重し、その遵守に努めることとする。
（２）署名金融機関等は、行動原則に則った取組について、毎年10月末日までの取組内容を、11月末日まで（署名を行う年にあっては、可能な限り第６条に基づき行われる署名書式提出時）に別添５の様式により事務局に報告するものとする。ただし、署名金融機関等が行動原則に則った取組について、各種報告書等において既に公表しているときは、当該報告書等の提出をもって別添５の様式の提出に代えることができる。



以　　上
